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公的年金の原則と課題 (2)
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E 国民皆年金の意義

本章では，国民皆年金の意義について論じるこ

ととする。

l 国民年金法制定と国民皆年金の趣旨

(1)国民年金法制定の背景

まず.国民年金法制定と国民皆年金の趣旨につ

いて検討する。

第 2次世界大戦後の人口の高齢化および家族制

田 中 明 彦

度の崩壊に起因する高齢期の生活不安に対する

「全国民を包含する強力な老後保障Jωを求める国

民世論が高まり， 1956年頃から地方自治体独自

で敬老年金，手当金などを支給する動きが全国的

に広がりをみせていた。

他方で，公的年金制度の適用者は 1955年度に

おいて全就業人口の約 29%をカバーしていたに

過ぎず.老齢年金受給者も 60歳以上の人口の 10

%にも達しない程度で 大部分の国民が「年金制

度の外に放置されている状況」ωにあった。また.

「昭和三十年代に入って.国民すべてに等しく社

会保険の適用を図るべきであるという声が高ま

りJ(3). 1958年の国民健康保険法の改正により.
国民皆保険が実現した。このような状況の中，

「国民皆年金」の名のもと， 1959年 4月9日，国

民年金法が，膨大の保険料の徴収とその積立金で

財政投融資の原資を増やし，高度経済成長政策に

寄与するという政策的な意図をもちつつ，制定さ

れたのであるω。

(2)国民皆年金の趣旨

こうして制定された国民年金法は.rあまねく
年金の利益を及ぼしていくといういわゆる国民皆

年金を実現しようという趣旨J(5)から，農林漁業
従事者，自営業者等それまで既存の被用者年金制

度から取り残された人々を対象として拠出制の年

金を設け，また，すでに高齢・障害・母子状態に

ある人々の生活問題=立法当時の「現在の問題J
を解決するために (6) 経過的な無拠出制の福祉年

金と，拠出制年金によっても救済されない低所得

者・無業者等の人々に対して補完的な無拠出制の

福祉年金を併設して，公的年金制度の早期成熟を

図ったのである。
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国民皆年金は.r単に全国民をいずれかの年金
制度に加入させるというにとどまらず.すべての

国民に年金による保障を与える J(7)というのが，

その趣旨である。国民年金法にもとづく国民年金

制度は.国民皆年金の中核として位置づけられる

ものであるor拠出制国民年金制度と.福祉年金
制度によるその補完と.各年金制度開の通算措置

とが.三本柱として国民皆年金政策実現のかなめ

となるに至ったJωのである。
以上のように.国民皆年金が国民年金制度の根

本的理念である。国民皆年金の理念および憲法25

条の生存権から 2つの公的年金の原則が派生す

るo①老齢・障害・遺族という要保障事故が生じ

たすべての人を対象とする包括制の原則.②保障

水準は少なくとも健康で文化的な最低限度の生活

水準でなければならないという最低生活保障の原

則である。

(3)被保険者の範聞一無業者も被保険者とした

国民年金法は.国民皆年金の観点から.低所得

者.自営業者の配偶者で稼得活動に従事していな

い者等の無業者も被保険者とした。その理由とし

て， r一般に拠出能力の低いといわれる人々こそ，
たとえ額は多くなかろうとも 年金を最も必要と

する人々であるから このような人々をはじめか

ら除外したのでは.この制度の目的とするところ

が達せられない結果となる」ωことがあげられて

いる。このことについて 国民年金法の立案者で

ある小山進次郎は 国会審議において「かえって

所得がないとされておるような人.あるいは家庭

の主婦を含めまして.そういう人々こそ年金制度

で抱きかかえていかなければならないものじゃな

いかということで.実は従来の保険理論とでも申

しますか，おそらく理論というほどのものでもな

いと思いますが.やや鉄則に近い考え方としてお

ったものを完全に踏み切りまして.まず全部の人

を被保険者にする.こういうふうにしたわけで、ご

ざいますJ川}と答弁をしているところである。
国民年金法は 20歳以上60歳未満の者を被保険

者としている (7条)。このように被保険者を一

律に年齢で区切った理由については.次のように

説明されている。

「年金制度においては.労働能力を減損した場

合に保障が行われ.また被保険者は.これに備え

るため保険料を拠出すべき義務を負っているので

あり， したがって.被保険者たるべき者は，労働

能力を持つ者.すなわち，一定の所得をあげうる

者であることが必要とされる D この点について

は，被用者年金制度では，雇用という客観的事実

によってそれを明らかにすることができるが.農

林漁業従事者，自営業者等を対象とし，雇用関係

を前提としない国民年金制度においては，一般に

就労していると考えられる年齢により一律に区分

することとされているJ(II)として.雇用関係を前

提としないことから年齢で区分することとされた

のである。

被保険者の範囲を 20歳以上60歳未満としたこ

とについては.r制度の対象となる大部分の国民
が.高等学校卒業程度で所得活動に入り.また.

定年制のある被用者と比べて，自営業者の場合は

所得活動に従事する期間が長いこと.英国のよう

に十六歳から六十五歳まで五十年という制度もあ

り.四十年というのは決して長きに失するもので

はないこと等を考慮、して，国民年金委員の意見を

そのまま採り入れるものとしたJ(l2)と説明されて
いる。

1985年の年金法改正(法 34)前の国民年金法

は.r国民皆年金を達成するために創設されたも
のであることから 本条 (7条一引用者)一項に

おいてすべての者に適用を及ぼし，二項において

被用者年金による保障を受ける者等を二重の保障

を排除するため一項の規定にかかわらず適用から

除外する構成J(13lをとっていた。被用者年金等の

被保険者・受給権者およびその被扶養配偶者は，

f被用者年金による保障を受ける者jとして適用

除外とされた。学生は「被用者年金による保障を

受ける者」で、はなかったが，適用除外とされたの

である。

なお. 1985年の年金法改正により.基礎年金

が導入され，被用者年金は基礎年金に上乗せされ

る報酬比例の年金を支給する制度に再編成され.

公的年金制度はいわゆる 2階建ての年金制度にな

った。その結果，自営業者等.被用者年金被保険

者.被用者年金被保険者の被扶養配偶者は.それ

ぞれ第 l号被保険者.第2号被保険者.第3号被
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保険者とされた。厚生年金・共済年金の被保険者

は.同時に国民年金に二重加入することになった

のである。被用者年金被保険者の被扶養配偶者

(いわゆる専業主婦(夫))は，第3号被保険者と

いう形で強制適用されたのであるが，学生は適用

除外とされたままであった。

1989年の年金法改正(法 86)により， ょうや

く学生が強制適用 (1991年4月 l日実施)とさ

れ，さらに， 2000年の年金法改正(法 18)によ

る学生納付特例制度が導入(同年4月実施)され

るに至っている。

(4)国民年金の給付水準

国民年金の拠出制年金の給付水準については.

「本制度が社会保障制度の一環として老齢，廃疾

または死亡による国民生活の安定がそこなわれる

ことを防止するという目的を果たすためには，そ

の年金額は最低生活費を保障するための強い支柱

となる程度のものであることが必要である。すな

わち.年金額は，国民の負担能力.圃家の財政お

よび最低生活費という三つの要素の総合の上に定

まる性質であるj(叫との観点から設定されてい

る。給付水準の設定に当たって，最低生活保障が

強く意識されたのである。

老齢年金の給付額は， 25年から 40年間拠出し

て.65歳から月額2000円から 3500円とされた。

この 25年間拠出の老齢年金額の最低基準額2000

円は， I生活保護の四級地における六O歳以上の

老人の一カ月の基準額である男子二四三O円，女

子二一三五円を基準とし，家族単位の生活を前提

とする家計内の共通費用分を差しヲ|いて.出され

たものj(15)である口 40年拠出の場合の月額 3500

円は， I昭和三十二年の成人一人当たりの一か月
の消費支出を調べると.共通費的なもの二五%を

除いて月三千八百円程度になること，毎月四月に

行う厚生行政基礎調査にあらわれる老齢者一か月

当たりの現金支出額が共通費的なもの二五%を除

いて月三千五百円程度となること.また社会保障

生活実態調査によっても右の額は現物を含めて月

三千六百円程度となっていることなどから判断し

て定められたj(16)とされている口

すなわち， I年金らしい年金であろうとする限
り月二000円を下ってはその趣旨がそこなわれ

るし.月三五00円を超えることはこの制度の性

質上適当でないとする判断が年金の額を決定する

基準となっているJ(17)のである。このように.最

低生活保障を強く意識して.生活保護基準・高齢

者の消費支出を根拠に 拠出制年金の給付水準が

定められたのである。その意味で，国民年金は，

老齢・障害・死亡という事由に関して，生活保護

に代わる最低生活保障制度として制度化されたと

いえる。

他方，福祉年金は 1959年 11月 1日から施行さ

れたが.老齢福祉年金についていえば.月額わず

かゆ00円を支給するものに過ぎなかった。この

1000円という額は 1958年6月に社会保障制度

審議会から出された「国民年金制度に関する基本

方策についてj(答申)によると， Iわが国現在の

財政事情にかんがみ，また拠出制との均衡を思え

ば，最低生活水準のおよそ半分という額は，直ち

に支給を開始される年金としては.やむを得ない

と考えられる」とされている (1九ここでも， 25 

年間拠出の老齢年金の給付額2000円は最低生活

水準の額とされており 老齢福祉年金の給付額

は，財政事情から最低生活水準の半額とされたの

であるD また，障害福祉年金(当初は障害等級 l

級のみ)は月額 1500円に過ぎず，その額は「老

齢福祉年金の額に厚生年金保険における障害等級

一級の場合の介護料一000円の半分を加えたも

のj(19)とされている。

2 国民皆年金実現のための措置

次に国民皆年金実現のためにとられた措置につ

いて検討することとする。

国民年金法は.同民皆年金の観点から，被用者

年金制度にはない仕組みゃ経過的措置を設けてい

る点に特徴がある。

(])低所得者・無業者への強制適用と保険料免

除制度

まず.国民年金法は，困民皆年金の観点から，

低所得者，自営業者の配偶者で稼得活動に従事し

ていない者等の無業者も被保険者とした点であ

る。そのため，保険料の納付が困難と認められる

者に対しては.保険料の免除という他の年金制度

には見られない措置がとられたのである(国年法
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89条.90条)。

この保険料免除制度については.rすでに本法
の拠出制年金自体において，従来の拠出制年金制

度の基本的原型を相当範囲にわたって修正してい

ることを物語っているJ(20)と国民年金法の立案者

である小山進次郎から評価されているところであ

る。

また.rこの免除制度が取り入れられたことは，
国民年金制度では前記のような拠出を中心とする

給付体系だけでは十分だと言うわけにはいかない

ことを意味するJωのである。
(2)特例による年金=いわゆる補完的福祉年金

①補完的福祉年金の意義

第二に.国民皆年金の観点から.r国民年金制
度は.特に保険料拠出能力の低い者または無い者

を加入対象としたわけであるから，これらの者に

対する年金的保障に欠落があってはならない」と

の理由により.r拠出制発足後.国民年金の被保
険者となった者であっても 低所得等であるため

保険料の拠出が不十分である者の存在を意識し

これに着目して拠出制年金を補完する意味

でJ<却. I特例による老齢年金.障害年金及び母

子年金J(1985年年金法改正(法34)前の国民年

金法第 3章第5節).いわゆる補完的福祉年金を

創設した点である。

この制度は，拠出制年金における保険料納付済

期間等の支給要件を緩和して年金を支給するもの

である。このように拠出制年金の支給要件を緩和

するものの，一定の保険料免除期間と保険料納付

済期間という要件が必要とされる(なお. 20歳

前障害による障害福祉年金の場合は.保険料の拠

出は一切不要である)。この意味において.Iある
程度の保険的性格を存置しているJ<23)と評価され

ているのである。

なお. 1985年年金法改正前の国民年金法第 3

章第5節の「福祉年金が一般に『補完的jと言わ

れるのは.拠出年金の受給資格期間を満たしてい

なくとも.制度的にはこれを補足し.完備してい

るものと法律上擬制して取り扱うという趣旨に由

来している。すなわち本節に定める福祉年金は，

いずれも，拠出年金の支給要件に該当しない場合

においても. rこれに該当するものとみなしてj

支給されることになっているJ(却からである。
補完的福祉年金は，その費用の全額が国庫負担

によってまかなわれている (1985年の年金法改

正前の国年法85条2項)。

また.補完的福祉年金が経過的な制度ではな

く，恒常的な制度として制度化された理由につい

ては，以下のように説明されているD

拠出制年金には年金額の 3分の lを国庫が負担

することになっているが. Iもし拠出制の年金制
度だけしかないとすると.貧困のため拠出した期

聞が不十分であった者はなんらの年金支給も行わ

れないことになるが.それでは，保険料を拠出す

ることのできた人々だけが固から国庫負担を通じ

て援助を受けられ，貧困のためにそれができなか

った人々には国庫の支出による援助が行われない

という不平等な結果となるので」ω. このような

事態を防止するためであるとされているD この場

合. I国庫負担を通じた援助」について.拠出制
年金受給者と補完的福祉年金受給者の聞に，法の

下の平等が貫かれている点に注意を要する。

なお.学生のように強制適用から除外された者

については，任意加入手続きをとったうえで保険

料拠出要件等の支給要件を満たさない限り，老齢

・障害・死亡といった要保障事故. とりわけ障害

事故が生じても，年金が支給されず.r国庫の支
出による援助が行われないという不合理な結果と

なるJのである。
②補完的障害福祉年金の意義

補完的障害福祉年金については.以下のような

制度趣旨が述べられている口

「被保険者でありながら保険料を滞納している

場合には.年金給付の体系を厳守するという観点

からは，補完的福祉年金といえども支給すべきで

はない，と言いうるけれども.障害という事故

は.老齢と異なって偶発的なものであるので，拠

出制障害年金の要件(三O条 (1)ハa参照)を

一層緩和して.障害福祉年金を支給することにし

たのであるJωとして.r老齢jとは異なる「障
害jの特徴(偶発性)をふまえて.補完的障害福

祉年金が制度化されている。

また.補完的障害福祉年金には. 20歳前障害

による障害福祉年金を支給する規定(国年法57
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条)があるが，その根拠として，以下のことがあ

げられている問。

(イ)20歳前において重度の障害となった場合

には，その回復は極めて困難であって，稼

得能力はほとんとe永久に失っており，所得

保障の必要性が高い。

(ロ)年齢的に見て，親の扶養を受ける程度をで

きるだけ少なくすることが望ましい。

(ハ)国民年金制度は，皆年金の思想に基づき 20

歳に到達した国民を一律に被保険者として

受け入れている。

(ニ)経過的な福祉年金にあっては，被保険者で

なかった者に対しても年金が支給される

(典型的には老齢福祉年金)。

③拠出制年金と補完的福祉年金の関係

いわゆる補完的福祉年金は. 1特例による老齢

年金，障害年金及ぴ母子年金Jの通称であるが，
Ir特例』といっても.本法上の体系的な支給型式
からみれば，補完的福祉年金の支給という体系

も，決して拠出制年金と相対立するものではな

く，あくまでもこれと同様の一つの系列に属する

ものであるj<則。総じて補完的福祉年金につい

て.その適用関係を明白に規定した条項を除き，

拠出制年金の各規定が.補完的福祉年金の特質上

妥当しないものを除き それぞれ適用されるので

ある(到。すなわち福祉年金も国民年金法 15条に

規定する各給付の中の概念に含まれるのであっ

て(30) 福祉年金は，拠出制年金とは別個の給付

ではなく，その中に包摂されるものである。福祉

年金は，補完的福祉年金と経過的福祉年金とに区

分して整理されるが.これは「法律上の名称では

なく，概念上の区分である j(31)ことに注意を要す

る。

(3)高年齢者に対する被保険者期間の短縮

第三に.拠出制年金制度発足時の 1961年4月

1日において 50歳以下である者については強制

加入とするが，老齢年金の支給要件である拠出期

間 (25年)を 24年から 10年までに短縮するこ

ととした点である(国年法 76条「被保険者期間

の短縮j)。この場合に支給する年金額について

も. 1本来年金と比較しでかなり低額なものとな
り(受給資格期間の長さは，その制度が予定する

年金水準と密接に関連している).高齢者を強制

加入として拠出年金の途を聞いた本制度の趣旨に

もとることになる」仰との埋由で¥国民年金法 27

条にもとづき単純な期間比例で計算する分のほか

に一定の上乗せをするなど.各種の優遇措置を講

じた経過措置がとられている (77条)。

このような特例措置は.厚生年金などの被用者

年金では講じられていないが.1それは，これら
の制度に加入年齢の上限がないことのほか，国民

年金が，最後に，国民皆年金を達成するための制

度として発足したという理由に基づくJ<掛からだ

と説明されている点が注目される。

(4)高年齢者に対する老齢年金の掛け捨て防止

策としての適用除外と経過的福祉年金の支給

第四に，国民年金法は，老齢年金の掛け捨て防

止のため，拠出制年金制度発足時において，一定

の年齢の者 (1961年4月l日において 50歳を超

える者)を，強制加入の被保険者から除外した点

である (74条)。

国民年金法74条により年齢的に強制加入の被

保険者から除外された者(1961年4月1日にお

いて 50歳を超え 55歳を超えない者に限る)につ

いては，任意加入の途を聞き 拠出制年金の所得

保障を図ることとされた (75条)。いわゆる高齢

任意加入被保険者制度であり この場合の拠出期

間は 10年でよいとする特例が設けられているこ

とから. 110年年金」と呼ばれている。所得保障

の必要性の観点から制度化された点が注目され

る。

この制度の趣旨については.1高齢の者は.す

ぐにでも年金による所得保障を必要としている.

という実態に即したものにする必要があったから

である j(34)とされている。

なお，任意加入被保険者は，被保険者として負

担すべき保険料納付の義務や 年金の支給要件等

を確認したうえで.任意加入の申出を行った者で

あることから. 1所得のない者等について強制加

入とし，保険料納付の免除制度を設けた事情がこ

れらの者にあてはまらないのは当然であり，八九

条(法定免除)および九O条(申請免除)の規定

は適用されないj(3S)というのが原則であるが. 75 

条による高齢任意加入被保険者について免除制度
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の適用が認められている。これは.i高齢任意加
入者は，年齢的な要件を除けば，本来的には強制

加入の対象となる者であることが考慮されている

ためである j(36)とされているのであるo

さらに.任意加入しない者に対しては，拠出制

年金を受けることができないので.この場合，経

過的福祉年金を支給されることになっており (80

条~82 条の 2).無年金者が生じることを防止し

ているのである。とりわけ 拠出制年金施行日で

ある 1961年4月1日以後の傷病に対して障害福

祉年金が支給される点に注意を要する (81条4

項および5項)。

(5)福祉年金の特別支給=いわゆる経過的福祉

年金

第五に.国民年金法は.国民年金法施行日の

1959年 11月1日において.すでに老齢・障害・

母子等の支給事由が発生している者，施行日後の

一定期間までに支給事由が発生した者.高齢であ

るため強制適用被保険者とならない者に対して.

福祉年金を特別支給する規定をおいている点であ

る。特別支給される福祉年金は.i経過的な措置
であって.恒常的なものではないため，通常，

f経過的福祉年金j と呼ばれている j(37)ものであ

る。

このいわゆる経過的福祉年金については.1も
し，国民年金法による年金が拠出制年金および補

完的無拠出年金のみに限られるならば.高年齢等

のため被保険者とならない者に対しての所得保障

は全く欠けることとなって.国民年金制度に課さ

れた現実の任務の一半が果たされないという結果

となるので，このような間隙をなくするために経

過的福祉年金が不可欠のものとなるのである。か

くて経過的福祉年金は所得保障を目途とする年金

的利益を国民に広く均需させるためには.国民年

金制度としては不可欠なものであり.その意味に

おいて国民年金制度における本質的な存在とな

るj<謝として.国民年金法上の不可欠性，本質性

が強調されている。

経過的福祉年金は.国民年金の拠出制年金制度

の発足の時期的な問題から，その保障を受けえな

かった者に支給されるものであるので.当然に保

険料納付要件は問われないのである。

経過的福祉年金の支給規定は，補完的福祉年金

の支給規定に根拠を有している(則。補完的福祉

年金は，拠出制年金の支給規定に根拠をおいてい

るので， 1拠出制年金も，補完的福祉年金も，さ

らに経過的福祉年金も 法制的には多元論でな

く，一元論に立脚しているのであるJ刷。
その意味でも，補完的福祉年金，経過的福祉年

金を.例外的なものとして軽視してはならない。

経過的福祉年金は 経過措置等を定める附則では

なく.重要事項を定める本則におかれた規定にも

とづく重要な制度である。

(6)国民年金法の名称等について

なお， i厚生年金保険法等においては.一般的
に保険給付の対象となる事故は， r保険事故』と
して説明されているが.国民年金制度では，保険

料納付を伴わない.いわゆる無拠出制の福祉年金

が採り入れられているので.r保険事故jという
呼び方は避けられている j(41)。

国民年金法は，国民皆年金を実現するため，社

会保険方式を採用する拠出制年金のみならず，無

拠出制の社会手当としての福祉年金を併設した関

係で.その名称が， i国民年金保険法」ではなく，
f国民年金法Jとされたと思われる。したがって.
国民年金法は.名称からも.単なる社会保険制度

ではないことを明らかにしているのであり，国民

年金制度イコール社会保険制度ととらえること

は.あまりにも一面的であり.国民皆年金達成を

目的として制定された国民年金法を正確に理解し

たことにはならないのである。

(7)社会保障制度審議会 162年勧告Jによる
制度改善要請

以上のように，国民年金法は，生存権を具体化

した国民皆年金の実現のためにさまざまな措置を

設けたわけであるが国民年金法施行直後の 1962

年8月に.社会保障制度審議会同は. 1社会保障

制度の総合調整に関する基本方策についての答申

および社会保障制度の推進に関する勧告j(し Eわ

ゆる 62年勧告)を出し，次のように国民年金制

度を改善するよう勧告したのである。

「給付面においては.従来の社会保険は保険の

原則にこだわりすぎたきらいがある。今後は所得

再分配の観点にたつとともに費用の効率的な使用
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を考えて，できる限り保険料と給付との比例関係

を排し，保険料は能力に，給付は必要に応ずる方

向に進むべきである。また従来は.個個の事故に

対しておおむね画一的な給付を行ってきたが，各

人の収支を総合的にとり上げ低所得者には特別

の給付をするという工夫をはかることがのぞまし

い」として，保険原則の緩和の観点から，拠出と

給付の対価性の排斥 低所得者への特別給付の実

施を要請したのである。

さらに.r皆保険.皆年金の時代となった以上
は.不当な落ちこぼれの存在は許されない。各制

度がそれぞれ筋を通して発展することは必要であ

るが，同時にそのことのために凶民のなかに保障

を受けない者が生ずることとなっては問題であ

る。これを拾うためには いたずらに既存の観念

にこだ、わったり.縄張り的な考え方にとらわれで

はならない。そのためには各制度本来のたてまえ

が若干ゆがめられることとなってもやむをえない

であろう」として，皆年金の観点から，制度の建

前をゆがめてでも無年金者の防止および救済措置

をとることを要請したのである。

拠出制年金が施行されてわずか l年4か月の段

階で.生存権の具体化としての国民皆年金の実現

のために.無年金者の防止と救済措置の必要性が

勧告として述べられた点が注目される。

W 公的年金による最低生活保障の意義

一公的扶助方式でない所得保障の重要性

国民年金給付の法的性格一最低生活(生存権)

保障

国民年金法は.第E章で検討したとおり，生存

権を具体化した立法である。さらに以下では，国

民年金法による年金給付について，その法的性格

を検討する。

(1)拠出制年金

拠出制年金は.最低生活保障を強く意識して.

生活保護基準および高齢者の消費支出を算定基礎

として給付水準が設定されている。また，拠出制

年金は.期間比例の定額制が採用されている。こ

の定額制=均一制は「国民にあまねく均一額を保

障しようとしたものであるが ペパリッジ構想に

も示されているように その均一額とは無理念な

なんらかの一定額ではなく.それのみによって最

低生活は確保しうる額.あるいはそれ以下には下

りえない生活の最低限を保障する額.いわゆるナ

ショナル・ミニマムの確保を理念とするものとと

らえられるj附ものである。

この点について，社会保障制度審議会の 162

年勧告」は.r老齢年金，障害年金，遺族年金に
ついては，すべての制度において給付額の最低保

障を行ない，その額は定額で，なるべく均衡する

ように定めるJ.1老齢年金その他前述の諸給付
は.それによってそれぞれの事故の起きた場合

に，少なくともその最低生活を保障するためのも

のであるから，最低保障額を設ける必要がある。

その最低保障額は 生活保護基準を上回るかある

いはそれと同程度のものでなければならないJ.
「その給付によって少なくとも最低の生活を保障

できるようにすべき」であると述べているところ

である。

したがって，拠出制年金は最低生活保障として

の法的性格を有するといえる。その意味で，国民

年金は，老齢・障害・死亡という事由に関して.

生活保護に代わる最低生活保障制度として制度化

されたととらえられるのである。

(2)拠出制障害年金

拠出制障害年金には 先に検討したように最低

保障額が設定されているロこの最低保障額をとり

入れた理由について，医|民年金法の立案者である

小山進次郎は次のように説明をしている白

「障害年金の額はその二級を老齢年金のそれと

同額とするというやり方が被用者保険の場合一般

に見られるやり方であるが このやり方をこの制

度にそのままとり込むと 拠出期間二五年未満の

場合はすべて月二000円をはるかに下る額.とな

らざるを得ない。一方障害発生の時期から見る

と.その七割程度は四O歳以前に発生するとされ

ているo したがって被用者年金保険の場合と同じ

やり方をすると，国民年金保険における障害年金

の額は，実質的には二000円を下るということ

にならざるを得ない口このような事情から障害年

金においては老齢年金の場合における思想上の最

低基準額である二000円をその最低保障額と定

め.必ずそれ以上の額が支給されるようにし
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TこJ叫}と。

老齢年金の思想上の最低基準額を最低保障額と

し，必ずこれ以上の額を保障することとした制度

設計からすると，拠出制障害年金もまた.拠出制

老齢年金以上に最低生活保障を意図した制度とと

らえられるのである。

また，障害年金の支給要件としての被保険者期

間については. 1959年の国民年金法制定時(法

141 )においては.最短で「ヲ|き続き三年間J(3 
年間のうち l年半以上の保険料納付済期間がある

こととされているので実質的には保険料拠出期間

は1年半)であり. 1961年の法改正(法 167)に

より.円lき続き一年間」と大幅に短縮されてい

る。このように 25年間以上の被保険者期間を必

要とする老齢年金に比べ，被保険者期間が大幅に

短縮されているのは.r被用者保険においては比
較的短かい受給資格期間を定めている例Jが多か
ったのであるが.rこれは障害年金のような場合
は.逆選択の恐れのない限り被保険者である問は

常に保険されているようにしようとする徹底した

考え方に立つ」陥}からである D また.障害年金

は.rそのほか五年以上の場合および一五年以上
の場合を規定しているのは，障害年金の場合は，

なんらかの事情で多少保険料の納入を怠ることが

あっても，よほど悪質のものでない限り年金受給

の可能性を与えようとする趣旨によるものJ(46)で

ある。つまり.障害年金は，最短で 1年間(法制

定時は 3年)の被保険者期間が支給要件になって

いること，逆選択のおそれがない限り.よほどの

悪質な滞納者でない限り.できるだけ年金を支給

すること=障害無年金者の発生防止が制度主

旨附であることからすると，無拠出制年金に近

い性格をもっているといえるのであるo

さらに，拠出制障害年金は.以下に述べるよう

に.制度発足後に国民年金を国民に実益ある制度

にするために制度化されたものであるo その意味

で.老齢年金のつけ足しでは決してない.重要な

制度として位置づけられているのである。

拠出制障害年金には.障害の程度に応じて l級

および2級の年金があるが.この障害の程度につ

いては. 1958年6月 14日の社会保障制度審議会

答申「国民年金制度に関する基本方策について」

よりも.広く定められたのである(ただし社会

保障制度審議会は.外部障害のみならず.内部隊

害も障害の範囲に含めていた)0その点について.

立案者である小山進次郎は.次のように説明して

いる。

「社会保障制度審議会は障害年金の支給範囲を

身体障害者福祉法の一級および三級程度，厚生年

金保険法の一級程度・・・としているが.これは

答申の考え方が，現在の段階で考えられる国民年

金は徹頭徹尾老齢年金中心のものであるべく.そ

の他の障害年金.母子年金は他日保険財政または

国家財政に余裕を生じたときに考えるほかはない

という判断に立ったからである。この考え方は確

かに一つの見識ではあるが現在何故に国民年金

が実現されるに至ったかを考えて見ると.老齢年

金に対するとほとんど劣らない程度に.否それ以

上に母子年金や障害年金が熱望されたからである

ことを忘れるわけにはいかない」凶と。

このように.老齢年金中心の制度体系の批判と

障害年金の意義の強調がみられるのであるロ

「のみならず.国民年金保険の制度が実施に移

された頃を考えて見ても 老齢年金の支給が開始

されるのは， ・・・一一年目ないし一六年目であ

って，それまでの聞は障害年金または母子年金し

か支給されないことを考える必要がある。したが

ってこの制度を発足後なるべく早い時期から国民

にとって実益あるものにしようとすれば.障害年

金や母子年金を国民年金における付け足し程度の

ものと考える立場を捨て.国民が要望しかっ実質

的に見ても必要とされる程度までは.その支給対

象も.また支給額も充実することを図らなければ

ならないということになるj州として.立法当時

の「現在の問題Jに対する対応の必要性とそのこ
とに起因する障害年金の充実の必要性が強調され

ているのである。

なお，障害をもつことによって生じる特別な出

費削については.障害等級 l級の障害年金が，

「介護費用的な上乗せを行うj<SI)という趣旨で 2

級の障害年金の 25%増とされたにとどまる。 2

級の障害年金については 特別の出費が全く考慮

されず，老齢年金と同額とされたのである。この

ことは，障害の実態をふまえずに.rすべての年
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金給付が老齢年金の給付内容を中心にして均衡を

保つような体系を考慮J(52)しているという老齢年

金を中心とする年金制度の体系に起因する問題で

ある。

生活保護の場合は，障害者加算・重度障害者加

算・家族および他人介護料を設けて.障害による

特別の出費に対応をしている。これらの加算制度

は，必要即応の原則(生活保護法9条)にもとづ

くものである。必要即応の原則は.生活保護法 l

条の生存権保障の原理における，生活困窮者に対

して「その困窮の程度に応じ」た「必要な保護J
を行う.という目的を保護実施上の原則として定

め，無差別平等の原理の画一的・機械的運用の弊

害を是正するために設けられたものである倒。

この原則は，一般基準では対応できない個々人の

特殊的・個別的需要に対して「最低生活の内容を

真に実質的，弾力的に把握する」ことにより.

「真に凡ての被保護者の最低生活を実質的に保障」

しようとするものである例。したがって.r特殊
的需要に対する特殊的考慮もそれが最低生活保障

の趣旨に適い自立助長の目的に合致する限りにお

いては，生活保護制度の運営上容認されるもので

あるJ<矧とされている。特殊的需要に対する制度

が，加算制度や特別基準である。この加算制度の

趣旨について，厚生省は，次のように説明してい

るD

生活扶助の第 l類(個人的経費)および第 2類

(世帯共通的経費)は.rだれでもが日常生活を営
むうえで必要とする最低生活費であるのに対し

て，障害者の場合などは健常者と比較してより多

くの経費が必要です。また，老人の場合などは.

寒さに弱いことなどもあってより多くの被服費な

どを必要とします。したがって.このように特定

の状態にある人には特別の経費を必要としますの

で，特定のものだけに限って第一類費，第二類費

のほかに，さらに一定額が上積みされることにな

っています。J(耐と。

注目すべきは，生活保護は個別的な需要に対応

する制度であるにもかかわらず.生活保護の加算

制度は定額となっているo この定額制を採用する

加算制度は，定型的な所得保障制度である年金に

もなじむものである刷。なお，生活保護では，

定型化された加算に関する一般基準で対応できな

い場合に，初めて個別的な特別基準が設定される

ことになっているのである。

(3)福祉年金

ここでは.福祉年金の法的性格について検討す

る。無拠出制の福祉年金は 給付が全額国庫負担

(1985年年金法改正前の国年法 85条2項)であ

り，資力調査を伴わないので，社会手当としての

性格を有する。社会手当は 公的扶助のミーンズ

.テストを伴うという問題点と保険料拠出を要件

とする社会保険の問題点を止揚する制度であり.

当然それ自体.一層，最低生活保障の機能を強く

もつものでなければならない同}。このように社

会手当は，より人間の尊厳に値する保障方法であ

る。だからこそ.この制度は，憲法 13条の個人

の尊重=人間の尊厳同). 25条 l項の生存権の

「文化的」側面の保障 同条 2項の凶の社会保障

の向上・増進義務の観点から要請されるのであ

る。社会手当としての性格を有する福祉年金は，

最低生活保障としての性格をもつべきものであ

るo また.福祉年金は，そもそも国民皆年金を実

現するうえで不可欠な制度，本質的な存在，皆年

金政策実現の3本柱のーっとして位置づけられて

発足している (6九福祉年金は，皆年金を実現す

るうえで不可欠な制度であり.国民年金の本質的

存在である点において.最低生活保障としての役

割を一層求められているといえる。しかし.その

給付水準は.最低生活費の半分にとどめられ，福

祉年金単独で最低生活保障としての機能を果たす

ことができなかったのである。

(4)基礎年金

次に基礎年金の法的性格について検討する。基

礎年金は.その給付水準として 5万円 (1984年

の価格)という額が設定されたが.その額は.①

全国消費実態調査等に基づく高齢者消費支

出(削'②生活扶助基準，③保険料負担との関係

を考慮した上での 40年間で 5万円という政策決

定にもとづくものであるとされている刷。

基礎年金の水準は.r老後の生活の基礎的部分
を保障するような水準」刷をその基本的な考えに

している。その「老後の生活の基礎的部分」の意

味が問題となるo 国会審議における政府委員の答
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弁によると，基礎年金の水準が完全に生活保護基

準以上でなければないという考え方は採用されて

いないが，おおむね単身高齢者の生活扶助基準額

に「見合う額」とされていること (64) 国民年金

法が生存権の具体化立法であることからすれば.

「老後の生活の基礎的部分」水準は， r健康で文化
的な最低限度の生活J水準であると解釈すること
ができ，また.そのように解釈すべきであると考

えられる。基礎年金の水準の根拠が.生活保護基

準および全国消費実態調査等にもとづく高齢者の

消費支出に依拠していることからも.基礎水準の

水準には最低生活保障の趣旨が打ち出されたとい

える (6分。確かに， 1985年年金法改正前の国民年

金法上の給付も.同じく生活扶助基準および高齢

者の消費支出を算定基礎としているが.そこでは

生活扶助基準のうち家計内の共通費分が控除され

ていること，さらに. 1985年年金法改正により

導入された基礎年金は 閏民年金の適用を拡大

し.すべての者に適用する公的年金の基底的制度

であるという点で.改正前の国民年金法上の給付

以上に.ナショナル・ミニマム保障(最低生活保

障)しての性格が強いといえよう。

ただし①法案が根拠とした保護基準について

は. 1983年度当時において生活扶助受給者の

73.4%が住宅扶助を受給している刷にもかかわ

らず.そしてもう一つの算定基礎である高齢者の

基礎的な支出項目に住居費が含まれているにもか

かわらず，生活扶助基準のみが考慮され.住宅扶

助基準が含まれなかったこと (67) ②高齢者の消

費支出の「基礎的部分Jとされた範囲から， r健
康で文化的な最低生活」の範囲に含まれるべきで

ある「教養娯楽費，交通通信費，保健医療費交

際費Jが雑費とされて，除外されたことか
ら{ザ実際の基礎年金水準が5万円とされ，各

人に具体的に適用される保護基準にもとづく最低

生活費を下回る水準にとどめられたのである。し

かしその基礎年金水準の趣旨および法規範的水

準は，あくまで「健康で文化的な最低生活」を維

持し得る水準であるというべきであるロそれゆ

え.基礎年金は.現実の水準はさておき， r健康
で文化的な最低生活J保障を日的としていると解
すべきである。基礎年金は 最低生活保障制度で

あり，公的扶助方式ではなく年金という形ですべ

ての者に最低生活を保障したものといえよ
λ{ω〉
I 0 

(5)障害基礎年金

①最低生活保障としての障害基礎年金

障害基礎年金については， 1981年の国連・国

際障害者年.国連・障害者のlO年 (1983 年~1992

年)の影響を受け.国連・障害者の 10年の最中.

1985年の年金法大改正(法 34)により導入され

ている。

1985年の年金法改正は.r障害年金の改善jを
改正の大きな柱の一つに位置づけている。その点

については.渡部恒三厚生大臣が「国民年金法等

の一部を改正する法律案jの提案趣旨説明で次の

ように述べている。

「障害者の所得保障については，大幅な改善を

図ることとしておりますo一つは，二十歳前の障

害につきましでも障害基礎年金を支給することと

し拠出者の場合との給付水準の格差を解消する

ことであります。そのこは 資格期間であります

が，初診目前の被保険者期間中に三分の一以上の

滞納がない限り年金を支給することとしておりま

す。その三は.障害基礎年金の受給権者に子があ

る場合に相当の額の加算を新たに行うこととした

ことであります。J(加と。
障害基礎年金は.拠出制年金と無拠出制福祉年

金との格差是正を目的に導入されたことがわか

る。

また，被保険者期間要件を撤廃して. 3分の l

以上滞納がない場合としたことについては，国会

審議において吉原年金局長は.具体的に次のよう

に説明している。

「今回のこの年金制度の改革案におきましては.

拠出制という基本的な考え方はこれからも維持を

していくということにしておりますけれども.そ

ういった障害の特殊性というものにも十分配慮を

いたしまして.例えば年金制度に加入される以前

の障害の方.具体的には二十歳以前に障害になっ

た方につきましでも.この制度で障害基礎年金を

支給する，こういったようなことを取り入れまし

て，拠出制社会保険方式，税方式ということの違

いによって.その障害者というものが年金を受け
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られたりあるいは受けられなかったりすることの

ないような配慮は，できるだけいたしておるつも

りでございますjとしたうえで， i拠出制の年金

制度の中で障害年金 障害給付を考えます場合に

は.どうしても最小限の保険料の納付の要件，あ

るいは制度への加入条件.加入期間というもの

が.どうしても最小限の要件として必要となって

まいりますので.それを満たし得なかった方につ

いては.おっしゃいますように.障害年金が出な

い，こういうことにならざるを得ないわけでござ

いますけれども，そういった加入期間なりあるい

は保険料の拠出要件につきましては.できるだけ

短くといいますか 多くの人がそういった障害年

金の適用除外，受けられなくならないような措置

を今回のこの改革案におきましでも.できるだけ

期間を短く.拠出要件というものを緩やかに設定

をして，御指摘のようなことのないような配慮を

したつもりでございますJC川と。

このように無年金者や低年金者の防止が根拠と

されているのである。障害の特殊性を十分配慮し

て.制度加入前である 20歳前陳害についても障

害基礎年金を支給することにしたことは，保険原

理を修正するものとして注目に値する。この点に

ついて，当時の吉原年金局長は， i二十歳前の障

害者にもこー|・歳から障害基礎年金を支給するなど

制度加入前の事故を年金給付の対象にするような

ことは.伝統的な社会保険の考え方にたつ限り不

可能なことであるがj，強い社会連帯の考えにた

った決断である (72) としているところであるo

しかし障害の特殊性にも十分配慮をするとし

ながらも， 2級の障害基礎年金については障害状

態を踏まえず満額の老齢基礎年金と同額とされ.

障害加算部分が考慮されなかったのであるo

その点について，吉原年金局長は， i障害者の

方の生活実態，これはさまざまだろうと思います

が.やはり年金制度の中におきましては.ある程

度一定の条件を満たした人に一定の給付をする.

こういう仕組みが基本でございますので¥どうし

ても.一定の要件を満たし得ない方については年

金が受けられないとか.あるいは，特に出費が多

い人につきましても，全部の出費，生活費という

ものが年金によって賄われるというようなことに

はなかなかならなし=。そういったことにすること

が難しいわけでございますj(73)と答弁している。

さらに， 2級の障害基礎年金を老齢基礎年金の

満額と同額したことについて， i年金の給付水準

を考える場合の一番出発点といいますか，軸にな

りますのが老齢年金の基準でございまして.老齢

年金の基準に障害年金は原則的に合わせるという

考え方を従来からもとってきているわけでござい

ますj附と答弁しているのであるo

これは，老齢年金給付を中心とする年金制度の

体系に起因する問題でもあり，老齢・障害・死亡

といった要保障事故=保険事故をいずれも「所得

能力の喪失または減退を招く事故j<叩とみる保険

事故概念の問題である。なお.老齢・障害・遺族

という要保障事故を同じ所得能力の喪失または減

退ととらえることから 国民年金法 20条を典型

とする併給調整が行われるのである (76)。

また， 1985年年金法改正による「障害年金の

大きな改善」は， r障害者の完全参加と平等』を
うたった昭和五十六年の『国際障害者年Jと大き
なかかわりがあるj<問。

その点については，国会審議において正木馨社

会局長が次のように答弁しているところであるo

「障害者の生活保障問題専門家会議の報告が昭

和五十八年の七月二十八日に出ておりますが，こ

れはもう今さら申すまでもございませんが，昭和

五十六年の国際障害者年を契機としましていろい

ろな問題提起がなされたわけでございますが，障

害者の問題について，今報告書をお読み上げいた

だきましたが，基本的考え方がまさに先生述べら

れたとおり述べられております。そこで.この専

門家会議では.障害者問題を考える場合には.所

得保障， リハビリテーション，施設サービス.在

宅サービス，就労対策，そういったものを総合的

に進めていかなければならない。また.障害者に

おきましでも軽度の方.重度の方，いろいろな方

がおられるんで，その辺についてのきめ細かい問

題についての配慮が必要であるということが述べ

られておるわけでございまして，基本的には私ど

もこの考え方に即した進め方をしていかなければ

ならないという考えを持っております」同と。

「障害者生活保障問題専門家会議」は，厚生省
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国際障害者年推進本部内におかれた委員会で.

「障害者の生活保障問題検討委員会報告書J(1982 
年4月)を受け，同年5月に厚生大臣により招集

されたものである。

1983年7月28日に出された「障害者生活保障

問題専門家会議報告書Jは，以下のような問題を
提起した。

rr完全参加と平等』という国際障害者年のテー
マにみられるように.障害者対策の基本的日標

は.障害者が障害に伴う様々なハンデイキャップ

を克服し，自立した社会人として健常者と平等に

社会参加することを容易ならしめることにある。

障害者の発生は予測することができないものであ

り，また.何人も自己又はその家族が障害者とな

る可能性を有していることを考慮すると.障害者

対策は，社会にとって必然の課題といえる。特

に.発生した障害を克服し自立生活を営むことを

障害者の自助努力にゆだねることには限界があ

り.社会全体が連帯して障害者の生活を保障して

いく必要があるJとして.r基本的な考え方jを
示した。

そのうえで.r障害者の生活保障のためには，
昨年政府において策定した『障害者対策に関する

長期計画』に基づき.福祉，保健.雇用.教育を

はじめとする各般の施策の総合的かつ効果的な推

進が必要であり.なかんずく所得保障制度の確立

が緊急の課題であると考えるJとして.以下のよ
うに.r障害者の所得保障制度の確立」を提起し
た。

「現行の障害者に対する所得保障制度において

は.制度間に格差が存在するのみならず.ややも

すれば保障の手が及びえない者もみられる。この

ため.すべての成人障害者が自立生活を営める基

盤を形成する観点から.所得保障制度全般にわた

る見直しを行うべきである」として.すべての障

害をもっ成人に対する自立生活の基盤を整備する

観点で，以下のように所得保障の全般的見直しの

必要性に言及をしたのである。

「障害者の所得保障は，障害により失われた稼

得能力の補てんと重度の障害により特に要する

費用の補てんの双方の観点を踏まえて行われる必

要があるjとしたのである。とりわけ.障害のあ

る人(削の所得保障には.稼得能力喪失に対する

所得保障と特別の出費の双方が必要であるという

点が注目される。

しかし，先にみたとおり，結局.2級の障害基

礎年金は，満額の老齢基礎年金と同額とされ.特

別の出資への対応はなされなかった。

ただし.同報告書を受け.r昭和六十年の改正
では.あわせて.特別児童扶養手当等の支給に関

する法律の改正により.二十歳以上の在宅の重度

障害者については.特別障害者手当を創設するこ

とJ(削とされたのである。特別障害者手当は.従
来の福祉手当を再編したもので.r日常生活にお
いて常時特別な介護を必要とする者」に支給され

るもので.障害基礎年金と併給されるのであ

る{81io

この再編により.支給対象者が大幅に限定さ

れ.中・重度の障害をもっ人は切り捨てられたの

である。従来の福祉手当を受給者していた 20歳

以上の者のうち.特別障害者手当の支給要件に該

当せず.かつ.障害基礎年金をも支給されない者

に対しては.障害児福祉手当と同額の経過的福祉

手当が支給されることになった(1985年改正法

附則(法 34号)97条)。したがって.障害基礎

年金受給者のうち.従来福祉手当を受給すること

ができた者でも.特別障害者手当の支給要件に該

当しない場合は.経過的福祉手当を受給できなく

なったのである(同改正法附則 97条2項によっ

て準用される特別児童扶養手当法 17条 1号)。な

お.20歳未満の者に支給されていた福祉手当は，

障害児福祉手当と名称変更され，存続されること

になった。

総理府の f平成元年版社会保障統計年報jにも
とづき. 1985年度の福祉手当受給者数と. 1986 

年度の障害児福祉手当.特別障害者手当および経

過的福祉手当の受給者総数を比較すると. 19万

2820人減少している。おそらく 20万人弱もの人

が障害基礎年金の受給を理由に経過的福祉年金を

支給禁止されたと推計できるので、ある。

以上のように.2級の障害基礎年金は，老齢基

礎年金と同額とされたことから，最低生活保障と

しての性格を有するべきものである。しかし. 2 

級の障害基礎年金については障害による特別の出
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費が考慮されず， 1級の障害基礎年金については

2級の 25%増とされているにすぎないので，現

実に支給される年金額は生活保護による最低生活

費を下回る水準にとどめられたのである。なお，

特別障害者手当が特別の出費に対応すべきものと

して制定されたが.制定当時で月額2万円にすぎ

ず.また.最重度の障害のある人のみを対象と

し多くの中・重度の障害のある人を切り捨てた

点で.障害による特別の出費を十分にまかなうも

のとなっていないのである。

②障害のある人の固有の権利としての障害基

礎年金

先に検討したとおり 障害基礎年金は.国連・

間際障害者年.医|連障害者の 10年といった国際

的動向を受け，制度化されている。国際障害者年

の基礎となった国連文書に， 1975年 12月に第 30

回国連総会で採択された「障害者の権利宣言Jが
ある。障害者の権利宣言は 障害のある人に対す

る人権保障に関する基礎的文書でもあり，グロー

パルスタンダードというべきものであるD

この障害者の権利宣言を手がかりに.障害のあ

る人にとっての所得保障の意味.ひいては障害基

礎年金の意味を検討することとする。

「障害者の権利宣言Jは.まず.前文で， r障害
者が最大限に多様な活動分野においてその能力を

発揮し得るよう援助し，また可能な限り彼らの通

常の生活 (normallife)への統合を促進する必要

性Jに言及したうえで.同宣言が障害のある人の
権利保障のための指針であることを明記し，その

ことを担保するため.各国政府に対して国内的行

動を要請したのである。

つまり.障害のある人が最大限に多様な活動分

野においてその能力を発揮し得るよう援助し，ま

た可能な限り通常の生活(ノーマルな生活)への

統合を促進する必要性が国連総会で確認されたわ

けである。また.障害者の権利宣言は.障害のあ

る人の権利保障のための指針であり，そのことを

担保するために悶内的行動をも要請しているので

あるo このことは 国連加盟国である日本にも当

然当てはまり，固民年金法の解釈の指針となりう

るものである。

障害者の権利宣言は，第2項において「障害者

は，この宣言において掲げられるすべての権利を

享受する」と規定している。

第3項では「障害者は，その人間としての尊厳

が尊重される生まれながらの権利を有している。

障害者は，その障害の原凶.特質及び程度にかか

わらず.同年齢の市民と同等の基本的権利を有す

る」としたうえで.rこのことは， まず第一に.
可能な限り通常 (normal)のかっ十分満たされた

相当の生活を送ることができる権利を意味するJ
と定めている。

障害のある人の場合，障害があることで.その

ような障害がない人に比べて生活上でさまざまな

不利益をおわされている。そこには，雇m・就労
の機会が乏しい，雇用されても・就労しても所得

が低い.障害からさまざまな生活費負担の増加を

余儀なくされる.日常生活・社会生活上のさまざ

まな困難からくる身体的・精神的負担がある.社

会参加が制約されるといったことがあげられる。

この規定を法的にみると，障害のある人は.生

存権が守られることで.障害のない人との平等を

同復する旨を定めたものと解される(則。このよ

うな平等回復のための生存権保障は，障害がある

ことによってこうむる不利益・負担をカバーする

ための方策を講じることと言い換えことができ

る(制。障害基礎年金や障害福祉年金もそのよう

な方策のーっといえる。すなわち，障害基礎年金

は.障害があることによって生じる不利益・負担

(所得の喪失.出費増.社会参加への制約等)を

是正し，障害のない人との格差是正=平等回復を

実現する制度であるといえる。それゆえ.障害ゆ

えに生じた不利益・負担を是正するための障害基

礎年金は.まさに障害のある人にとって，悶有の

権利として位置づけることができるのである。

第7項は「障害者は，経済的社会的保障を受

け，相当 (decent)の生活水準を保つ権利を有す

る」と規定し，いわば障害のある人に対する年金

給付等の所得保障の水準を定めている。ここで

は，最低限度の水準を超える「相当 (decent)の

生活水準」を保つ権利であるとされていることに

注意を要する。

第8項は「障害者は.経済社会計画のすべての

段階において.その特別のニーズが考慮される資
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格を有するjと規定し障害があることでさまざ

まな不利益・負担が生じることを認めたうえで.

いわば特別の出費を保障する障害年金の必要性に

言及しているのである。

以上のように，障害者の権利宣言は.先に引用

した前文および第3項の規定から明らかなよう

に，障害のある人も他の人と同等の権利を有する

主体として.できるだけ通常の生活(ノーマルな

生活)または環境で生活するというノーマライゼ

ーションの理念を規定したものである口

このノーマライゼーションの理念は.r完全参
加と平等jをテーマとした 1981年の「国際障害

者年J.1983--1992年の「岡連・障害年の 10年」
を経て， 日本においても「障害者福祉のみならず

社会福祉全体を貫く基本理念として公認J<制され

るに至っている。障害者基本法にもとづき 1995

年に策定された「障害者プランーノーマライゼー

ション七カ年戦略Jは.r障害者が障害のない者
と同等に生活し，活動する社会を目指すノーマラ

イゼーション」を基本理念として位置づけてい

る。このように日本の「障害者J福祉政策は.ノ
ーマライゼーションの理念にもとづく障害のある

人の自立. とりわけ地域社会における自立の尊重

が基本的考え方となっているのである刷。

そして，所得保障は.r障害のある人々が社会
の構成員として地域の中で共に生活Jする上での
必要条件，すなわち.障害のある人の自立の前提

条件である。この点について.障害者プランは.

rVI 各施策分野の推進方向」の「地域で共に生

活するためにJの rI2 所得保障」において，
「障害無年金の問題について 年金制度の在り方

全体をにらみながら 年金制度の中で対応するか

福祉的措置で対応するかを含め，幅広い観点から

検討するjと規定しているところである。

以上，障害のある人にとって所得保障=障害基

礎年金は.障害のある人にとっての固有の権利で

あり.生存権保障の一環として明確に位置づけら

れるべきものといえるのである。

2 厚生年金および共済年金一従前の生活維持の

保障

次に.厚生年金および共済年金の年金給付の法

的性格について検討する。ここでは. 1985年年

金法改正(法 34)以後の厚生年金保険法，国家

公務員共済組合法を取り上げることとする。

厚生年金保険法は，老齢厚生年金の年金額につ

いて.平均標準報酬月額に一定の乗率(千分の

5.481 )を乗じたものに.被保険者期間を乗じる

という計算式によって計算することを定めている

(43条)。国家公務員共済組合法も.退職共済年

金の年金額について，厚生年金保険法 43条と同

様の計算式で計算することを規定している (77

条)。

障害厚生年金の額は.老齢厚生年金の額の計算

の規定の例によるものと規定されている(厚年法

50条 1項)。ただし 厚生年金の被保険者期聞が

300月に満たない場合については， 3∞月として

計算することとしている(厚年法50条 l項ただ

し書き)。障害共済年金の額は，障害厚生年金と

同様の計算式で計算される(国家公務員共済組合

法82条 l項)。

遺族厚生年金の額は.死亡した被保険者または

被保険者であった者の被保険者期間を基礎とし

て.老齢厚生年金の額の計算の規定の例により計

算した額の4分の3に相当する額とし厚生年金

保険法 58条 l項 l号から 3号の短期要件に該当

する場合においては その計算の基礎となる保険

者期間が300月に満たない場合は 300月として計

算する，と定められている (60条 l項)。遺族共

済年金の額は.遺族厚生年金と同様の計算式で計

算される(国家公務員共済組合法89条 1項)。

以上の厚生年金および共済年金の年金額の計算

式から明らかなように 厚生年金および共済年金

は，年金給付額が就労時の賃金額と連動する所得

比例拠出制を採用している。この「所得比例制所

得保障は，各人の所得能力に応じて拠出し，その

所得水準に見あった給付をなすものであり，そこ

に見いだ、される指導原理としての生活保障原理

は.生活障害発生前の生活水準の維持.下rinciple

of Maintaining the Previous Standard of Living" と

とらえられる」刷ものである。

すなわち，厚生年金および共済年金は.保険事

故発生前=従前の生活水準維持の保障を目的とし

ているのであり附 従前の生活維持保障として
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の法的性格を有するものである。
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将来における人口の老齢化に備えようということ

もあるが，それと同等またはそれ以上に現在の老

人.身体障害者および母子に年金的保護をおよぽ

す必要を感じたからである。したがって現在の問

題に対してなんらの解決策を示さない制度は.今
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(9) 小山・前掲害『国民年金法の解説J38頁。な

お，同書同頁によれば， rこのような欠点は障害年
金および母子年金において特に強く現れる」とさ

れている点に注意を要する 0

(10) r第三十阿国会衆議院社会労働委員会議録J14 
号 (1959年3月5日)11頁。

ω 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保
障関係法2)J23頁。

(12) 社会保険庁運営部ほか・前掲害 f同民年金三十
年のあゆみJ63頁。
(13) 有泉・中野・前掲書 f国民年金法(全訂社会保

障関係法2)J23頁。

同小山・前掲書『国民年金法の解説j164頁。

同小山・前掲書『国民年金法の解説J164-165頁。

『第三十一回国会衆議院会議録J14号(1959年 2

月 13日) 188頁の坂田厚生大臣答弁では， i現在

の生活水準を基準にした」とされているの

同社会保険庁運営部ほか・前掲書『閏民年金三十

年のあゆみJ58頁。
(1司小山・前掲書『国民年金法の解説j165頁。

同小山・前掲書『国民年金法の解説J67頁は.

「すなわち望ましい額としては月三000円だが，

財政上の関係を考慮して老齢福祉年金の場合と同

様.その半分の一五00円とした」とする。

側小I.LI・前掲書『国民年金i去の解説j67頁。

側小山・前掲書『国民年金法の解説j218頁。

(2リ 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法2)147頁。

岡 山崎圭『国民年金法のしくみJ(日本年金協会.
1982年)221頁。

側小山・前掲書『国民年金法の解説J219頁。

例有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2>.1148頁。

師)小山・前掲書『国民年金法の解説j36頁。

側 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2)J150頁。

間有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2)J153-154頁。

側小山・前掲書『国民年金法の解説j230頁。

凶小山・前掲書『国民年金法の解説j231頁。

(30) 有泉・ rl1野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2>.141頁。

側 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2)J42頁。

。2 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保
障関係法 2)J192頁。

(33) 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2).J184頁。

同 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2).1 184頁。

倒有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法2)J293頁。

。。 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保
障関係法 2)J293頁。

間有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

|嘩関係法 2).1211頁。

岡小l.u.前掲書『国民年金法の解説J221頁。
倒小111・前掲書 f国民年金法の解説j231頁。
側小山・前掲書『国民年金法の解説.]231頁。

終1) 有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法 2)J7-8頁。

他) 社会保障制度審議会は， 1948年 7月 13日付の
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「社会保障制度調査団報告書J(いわゆるワンデル

勧告)が「国会並びに責任ある政府行政機関に対

して，社会保障に関しての企画.政策の決定.法

律制定の耐においての勧告をなす為に.内閣と同

列の諮問機関を設置することJと勧告したことに

もとづいて設置されたものである c 社会保障制度

審議会設置法(昭和 23年法266)は.2条 l項に

おいて「審議会は.自ら，社会保険による経済的

保障の最も効果的な方法につき，又は社会保険と

その関係事項に関する立法及び運営の大綱につき

研究し.その結果を.国会に提出するように.内

閣総理大臣に勧告し，内閣総理大臣及び関係各大

臣に書而をもって助言する任務及び権限を有する」

と規定している。ワンデル勧告における「内閣と

同列の諮問機関」との位置づけ.政府に対する勧

告権を唯一もっている審議会(同法 1条. 2条)

であることから明らかなように.同審議会はきわ

めて強い権限をもっている。いわゆる r50年勧

告J(社会保障に関する勧告)をはじめとする諸勧

告を行い. 日本の社会保障制度に大きな影響を与

えてきた。したがって.社会保障制度審議会の勧

告は.法解釈にあっても無視できないものといえ

よう。なお. 1999年の中央省庁等改革基本法の施

行による中央省庁再編にもとづき. 2∞l年 l月6
日をもって廃止されている。

側 高藤昭「社会保障法体系からみた年金改革J
(r年金改革と老後生活jジュリスト増刊総合特集

36号. 1984年)59頁。

側小山・前掲書 f国民年金法の解説J55頁
倒小山・前掲書『国民年金法の解説J54-55頁。

師) 小山・前掲書 f国民年金法の解説J55頁

聞 この点について.国民年金法の立案者である小

山進次郎は.国会においてさらに踏みこんだ答弁

をしている。

すなわち.r所得のないという人々を取り入れま
したことによって.従来保険の仕組みで解決のつ

かない幾つかの間題が出たわけでございますが，

.・・突然にけがをするとか.あるいは配偶者を

失うというような予測することがほとんど不可能

な事故に対しては.保険料を納めておる.あるい

は納めていない.あるいは納めることができなか

った.納めることができたということの違いをな

るべく反映させないようにする。言いかえますな

らば.何か非常に意識的な意図を持って保険料の

納入を怠らない限りは，障害年金や母子年金がい

くようにする.かように組み立てたわけでござい

まして，この点は従来の社会保険の考え方から見

れば非常に異例の.ワクをはずした考え方という

ことに相なるわけでございますJ(前掲『第三十一

回国会衆議院社会労働委員会議録J14号. 11頁)
として.国民皆年金制度の下では，意識的な長期

滞納者以外には障害年金や母子年金を受けること

ができない無年金者が生じではならないとの認識

を示したのである。

側小山・前掲書『国民年金法の解説J53頁。

附小山・前掲書『国民年金法の解説J53頁。

伺)障害が特別の出費を発生させることは.統計・

調査から裏づけられる(田中明彦「基礎年金下の

併給調整の問題点と課題一年金による最低生活保

障確立のために一J(金沢大学大学院社会環境科学

研究科『社会環境研究J3号 (1998年3月)48-49 
頁および田中明彦「年金における最低生活保障と

併給調整Ja社会保障法J15号 (2∞0年)139頁
参照)。

また，障害基礎年金と通算老齢年金との併給調

整処分の取り消しを求めた宮岸訴訟東京地裁判決

(r賃金と社会保障j1199号.64頁)は「障害は稼

得能力の喪失.低下の原因となるのみならず，陣

害に起因する特別の出費の原因となっている」と

認定している。

倒有泉・中野・前掲書『国民年金法(全訂社会保

障関係法2)J97頁。

回 『第十九四国会衆議院会議録J40号 (1954年4

月22日)27頁。

開小山進次郎『改訂増補・生活保護法の解釈と運

用j(中央社会福祉協議会. 1951年)208-214頁。

倒小山・前掲書『改訂増補・生活保護法の解釈と

運用J212頁。
田小山・前掲書『改訂増補・生活保護法の解釈と

運用J212頁。
岡厚生省社会・援護局保護課監修『保護のてぴき

(平成7年度版)J (社会福祉振興・試験センター.
1995年)31頁。

間宮岸訴訟東京地裁判決は 「障害と老齢という複

数の保険事故によって.稼得能力の低下ないし喪

失につき何らかの加重があること自体は優に推認

できるJ.r障害は稼得能力の喪失.低下の原悶と
なるのみならず.障害に起因する特別の出費の原

因となっている」と認定したうえで.r立法論とし
て老齢及び障害による加算類型を設けることが検

討され得る」と判示している (r賃金と社会保障j
1199号.63-64頁)。
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側小川政亮「堀木訴訟の今日的意義ー性存権・ネL

会保障権の空洞化.社会保障の非権利化・思恵化

を阻止するためにも そして平和と民主主義を守

るためにもJr法律時報j54巻7号(1982年) 12 
頁。

側 個人の尊重と人間の尊厳の関係については.日

中明彦「社会保障裁判における人間の尊厳と最低

生活保障ー宮岸訴訟.高訴訟を中心にj矢嶋里絵

・田中明彦ほか編『人権としての社会保障ー人間

の尊厳と住み続ける権利j(法律文化社. 2013年)

16頁参照。

側社会保険庁運営部ほか・前掲書『国民年金三十

年のあゆみj103頁は，皆年金政策実現の 3本柱

を「拠出制国民年金制度の創設と.福祉年金制度

によるその補完と.各年金制度問の通算措置Jと

位置づけている。

制社会保険庁長官・吉原健二『新年金法-61年金

改革解説と資料J(全国社会保険協会連合会. 1987 
年)46-47頁は，その他.家計調査.国民生活実

態調査をあげている。

倒 f第百二回国会衆議院社会労働委員会議録J4号

(1984年年 12月13日)26-27頁における吉原年

金局長の答弁。

側前掲『第百二回国会衆議院社会労働委員会議録j

4号.26-27頁。

側吉原年金局長は.衆議院社会労働委員会内閣委

員会地方行政委員会大蔵委員会文教委員会農林水

産委員会連合審査会の審議において.r基礎年金の
考え方というのは.私どもの考え方ですと.老後

の生活費を一切賄えるものじゃないといかぬ.何

もかもあらゆる費用を一切賄えるものでないと年

金とは言えないのだ.あるいは基礎年金に値しな

いのだという考え方は実はとっておりませんで.

基礎年金というのはあくまでも老後生活の基礎的

な部分を保障するという考え方をとっております。

・・それからよく比較されます生活保護の基準.

この生活保護の基準といいますのも.級地によっ

て，あるいは世帯員構成.それから年齢.それか

ら住宅扶助をどうするかあるいは教育扶助をどう

するかによってかなりの違いがあるわけでござい

ますけれども.そういった生活扶助の基準なども

勘案をして.大体五万円なら生活保護の基準に見

合う，まあ計算によっては生活扶助の方がもっと

高いというのが確かに出てくるわけでございます

けれども.大体五万円程度でしたら生活扶助の基

準ともまあまあバランスのとれた金額ではなかろ

うかということを考えまして.基礎年金の金額と

しては瓦万円ということを考えたわけでございま

す。あくまでも年金というのは.生活費一切とい

うことじゃない.その基礎的な部分ということで

ございます(アンダーラインは引用者)J(r第百二
阿|司会衆議院社会労働委員会内問委員会地方行政

委員会大蔵委貝会文教委員会農林水産委員会連合

審査会議録JI号(1984年 12月 12H) 24頁に

さらに.r老後生活の一切ではないけれども，基礎
的部分.基本的な部分はこの基礎年金で十分賄え

る額である.こういうふうに思っているわけでご

ざいます。生活扶助の基準とよく比較をされます

けれども，それと比較をいたしましでも.老人単

身者の生活扶助基準が四万五千円ないし五万円ち

ょっととし寸金額.級地によって，年齢によって

違いはございますけれども 大体そういう額にな

っておりますので.それと大体見合う金額ではな

かろうか.私どもはそういうふうに考えているわ

けでございます(アンダーラインは引用者)Jと答

弁している(前掲 f第百二回同会衆議院社会労働
委員会内閣委員会地方行政委員会大蔵委員会文教

委員会農林水産委員会連合審査会議録JI号. 26 

頁)。また.衆議院社会労働委員会審議において.

吉原年金局長は.r生活扶助だけをもとにしており
まして，住宅扶助等は入っておりませんけれども.

私は.生活保護の中級地よりも五万円が一概に低

いとは言い切れないというふうに思っているわけ

でございます」としたうえで.r基礎年金の金額の
考え方については. ・・・生活保護以上でなけれ

ばならないという考え方まで.なかなか私どもと

してはそう言い切れないわけでございます。やは

り老後の生活の基礎的部分一生活費の一切をこの

基礎年金で賄うに足りるものでなければならない

という考え方まではなかなかとりがたいJ(前掲
『第百二回同会衆議院社会労働委員会議録J4号.27 
頁)としている。

岡高藤・前掲害『社会保障法の基本原理と構造J91 
頁。

(倒総理府『平成元年版・社会保障統計年報j(社会

保険法規研究会. 1989年)99頁。

間国会審議において，古原年金局長は.r生活扶助
だけをもとにしておりまして 住宅扶助等は入っ

ておりません」と答弁している(前掲 f第百二阿

国会衆議院社会労働委員会議録J4号. 27頁)。
(倒前掲『第百二岡回会衆議院社会労働委員会内閣

委員会地方行政委員会大蔵委員会文教委員会農林
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水産委員会連合審査会議録j1号.24，26頁，官原

・前掲書『新年金法一61年金改革解説と資料J45 
-47頁参照。

側高藤・前掲書『社会保障法の基本原理と構造J91 
頁。

附 『第百一回国会衆議院会議録J18号 (1984年4
月17日)655頁。

(刈 『第百二回国会参議院社会労働委員会会議録J12 
号 (1985年4月9日)8頁。

間吉原・前掲書『新年金法-61年金改革解説と資

料J156頁0
t73) 前掲『第百二回国会参議院社会労働委員会会議

録J12号.9頁。
間前掲『第百二回国会参議院社会労働委員会会議

録J12号.10頁。

同) 小山・前掲書『国民年金法の解説J151頁。

(76) 併給調整の問題点については.田中明彦「年金

による最低生活保障の意義と課題ー併給調整との

関係でーJr医療・福祉研究J9号 (1997年)87 
頁以下，田中・前掲「基礎年金下の併給調整の問

題点と課題ー年金による最低生活保障確立のため

に-J 41頁以下.田中・前掲「年金における最低

生活保障と併給調整J133頁以下.田中明彦「国
際高齢者年と年金保障の課題一国民皆年金の実現

のために-J r会津大学短期大学部研究年報J57 
号 (20∞年)65-66頁.田中明彦「児童扶養手当

法における併給調整の問題点と課題一金併給調整

訴訟(平成23年)(行コ)第5号)に係る意見書J

f賃金と社会保障J1560号 (2012年)26頁以下参

照。

tr/)吉原・前掲書『新年金法-61年金改革解説と資

科J155頁。
同前掲『第百二回国会参議院社会労働委員会会議

録J12号.10頁。
側本稿では.障害のある人の人権保障をめぐる国

際的到達点をふまえ 差別的ニュアンスのある

「障害者Jという用語を使わず.r障害にではなく
人聞に焦点を当てた 障害をもっ人を描写する用

語」として.r障害のある人ないし障害をもっ人
(peop1e/persons with disabilities) Jという用語を使用

する (iアジア太平洋障害者の 10年J(1993年~
2∞2年)行動課題の in 関係分野Jの i4 啓
発活動J(d)参照)。なお 井上英夫編著『障害を
もっ人々と参政権J(法律文社. 1993年)ii頁は.

「人間的欠陥を有するかのような感じを抱かせる

『障害者jという呼称を捨てることによって.障害

をもっ人々を積極的に権利主体としてとらえかえ

すJという問題意識をこめて. i障害をもっ人々」
という用語を使用している。さらに.井上英夫・

川崎和代ほか編著『障害をもっ人々の社会参加と

参政権.] (法律文化社. 2011年) iv頁は.障害の

ある人の呼称について.ir岡有のニーズをもっ人j
というべきだと考えているが.次善の策として.

f障害をもっ人jあるいは『障害のある人JJを用
いるとしている。高藤・前掲書『社会保障法の基

本原理と構造Jx頁は.r r障害者jの『害jには
『害毒jr害悪』のニュアンスがあるとして問題」
とされているという観点から. i障碍者」の表記を

用いている。

側社会保険庁運営部ほか・前掲書 f国民年金三十
年のあゆみJ285頁。

側福祉手当から特別障害者手当への再編について.

国会審議において正木社会局長は次のように答弁

をしている。

「現在の福祉手当というものは主として障害福祉

年金の受給者に出されておるわけでございます。

現在の障害福祉年金の一級の給付水準というのは

三万七千七百円でございます。その上に福祉手当

一万五百五十円を出すということで.合わせまし

て四万八千二百五十円ということになるわけでご

ざいます。

この福祉手当の性格についてはいろいろの論議

があるわけでございますが.現在の障害福祉年金

と拠出制年金との聞に.率直に申しまして格差が

ございます。そういう意味で若干の格差解消の働

きもしておったわけでございますが.今回の年金

法の改正によりまして.障害基礎年金というもの

が導入される。この障害基礎年金は.一級で申し

ますと六万二千五百円ということでございます。

そこで.六万二千五百円ということで.福祉手当

をプラスした水準を上回るわけでございます。

そこで議論がございまして ここで福祉手当の

使命は終わったのだという考えもあったわけでご

ざいますが.障害者の専門家会議の議論の中で.

福祉手当というものはなくなるのだけれども.日

常生活において常時特別な介護を要するような重

度障害者に絞って手当を出すべきではないかとい

うことで.特別障害者手当というものが出された

わけでございます。

そこで. くどくど申し上げましたが.特別障害

者手当というのは現在の福祉手当を再編構築した

もので，対象は絞りまして.そして重点的な給付
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を行うということ.それから，これまでは拠出制

年金の受給者には出てなかったわけでございます

が，これも常時特別な介護を要する方々には出そ

うということで編成をしておるということでござ

いますJと(前掲『第百二回国会衆議院社会労働

委員会内閣委員会地方行政委員会大蔵委員会文教

委員会農林水産委員会連合審査会議録j1号， 19 

頁)。

倒小川・前掲「堀木訴訟の今目的意義一生存権・

社会保障権の空洞化.社会保障の非権利化・恩恵

化を阻止するためにも.そして平和と民主主義を

守るためにもJ14貰。

71 

側 4小、

社会{保呆障権の空i洞同化'社会保障の非権利化・恩恵

化を阻止するためにも そして平和と民主主義を

守るためにもJ14頁。
(84) 矢崎盟絵「高訴訟に|期する意見書 2Jr賃金と社
会保障J1256号 (1999年)27頁。

肪)矢嶋・前掲「高訴訟に関する意見書 2J28頁参

o
 

n
n
H
 

H
U
H
 

側高藤・前掲書 f社会保障法の基本原理と構造J69 
頁。

制高藤・前掲書『社会保11t~法の基本原理と構造』

71， 75， 78頁参照。


